平成26年度CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業(補助事業)　応募様式
· 本頁の項目は１頁におさめてください。背景がクリーム色の箇所は一切変更しないでください。

	<技術開発・実証研究の対象分野>
	□交通低炭素化技術開発分野　　　　　　　　　　　　

□建築物等低炭素化技術開発分野　

□再生可能エネルギー・自立分散型エネルギー低炭素化技術開発分野　　

□バイオマス・循環資源低炭素化技術開発分野

	<技術開発課題名>
＊技術開発期間(西暦)をカッコ書きしてください
	 
	SBIRの有無
	有□　無□

	<技術開発課題
代表者>
＊電話番号、E-mailｱﾄﾞﾚｽ等は半角英数字で記載ください
	氏名（上段フリガナ）
	生年月日
	所属機関名・部局・役職名

	
	　

	
	

	
	所属機関所在地
	〒

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	

	<事業実施場所>

＊名称、所在地
	

	<技術開発体制・組織>

	№
	要素技術名又は分担業務の名称
	
	氏 名
	年齢
(歳)
	所属機関名（所属機関番号）

・部局・役職名
	H26年度技術開発経費
	H26
ｴﾌｫｰﾄ

	
	
	
	
	
	
	  (千円)


	　(%)



	<技術開発者実数>　計    名、<所属機関実数>　計    機関
	<平成26年度技術開発経費（補助対象経費）>合計　,　　　千円


	※本頁の項目は１頁以内にまとめることを基本としますが、複数ページにわたる場合は、本ページと同様、右上に代表者氏名を記して下さい。
	<技術開発課題代表者氏名>
	

	＜技術開発の背景・目的＞　

	(1) 関連する国内外の状況及び技術開発動向など、技術開発を提案するに至った背景について具体的かつ簡潔に記載すること。

(2) 国際的な科学的知見の集積における本技術開発の位置づけ等を明確にすることによって、①技術的意義（技術に実用性、科学的な先導性・発展性があるか）、②社会的意義（温暖化対策施策を推進する上での社会的・経済的・行政的な必要性が高いか）の観点から、提案する技術開発の必要性を明らかにすること。

(3) 特に緊急に実施する必要がある場合は、根拠とともに客観的かつ具体的な理由を記載すること。

(4) 上記の背景を踏まえ、本技術開発自身の目的、技術開発期間中に本技術開発が直接的に達成する目標（アウトプットや性能要件、コスト等）を記載すること。

(5) 技術開発課題全体の目的や原理、コンセプト、実用化に向けた課題を記載するとともに、各要素技術における目標（アウトプット）を箇条書き等で簡潔かつ具体的に示すこと。

(6) また、課題全体の目的と、各要素技術の目標の関係をわかりやすく説明すること。

※重点課題に該当する場合は、対象となる課題番号を記入すること：　　　　　　　

	＜ＣＯ２削減効果＞

	(1) 事業の対象とする技術が実用化・製品化され普及した場合の、2020年におけるエネルギー起源ＣＯ２の削減効果（本事業による技術開発によって技術が普及した場合と、本事業が行われない場合とを比較し、技術が普及した場合に期待されるＣＯ２削減量）を詳細な計算根拠（仮定した普及率・性能等）とともに記載すること。

(2) 再生可能エネルギーのうち、バイオマスエネルギー関連の開発等に関する提案については、原料の製造・採取から輸送・使用・廃棄等に至るまでのライフサイクル全体での温室効果ガス削減率が50%以上と想定されるもののみを対象とする点に留意すること。

(3) 対象とする技術の削減コスト（ＣＯ２を１トン削減するのに必要なイニシャルコスト及びランニングコスト。当該技術の導入設備の耐用年数の期間全体で計算した値。）を記載すること。




	※本項目に枚数制限はありません。複数ページにわたる場合、右上に代表者氏名を同様に記してください。
	<技術開発課題代表者氏名>
	　

	＜技術開発計画・方法＞　

	(1) 開発目標となる機器・システム全体について、次の内容を具体的に記載すること。①研究施設や実証場所、②開発コストやリスク、スケジュール、③危険性や安全対策、④モデリングやシミュレーションの役割。

(2) 最初に要素技術間の関係について説明し、その上で、次の内容について、要素技術毎に、具体的に記載すること。①テーマ名、技術開発者名、所属機関名（所属機関名は簡略化してよい）、②具体的な技術開発内容・手法、③各年度の達成目標：「技術開発の目的」において記載した各要素技術の達成目標を実現するための、各年度の達成目標（達成指標）。

(3) 論理的かつ簡潔な記述を心掛け、冗長な記述は避けること。また、高度な専門用語や特定の分野で用いる略号・略称には、必ず注釈を入れること。

(4) 要素技術毎に別葉で作成（改頁）せず、続けて記載すること。

(5) 枠内に適宜図表を挿入して構わない。


	＜事業化・普及の見込み＞

	(1) 提案事業で開発を行おうとする技術の事業化の見込み時期及び事業化に至るまでに必要なステップ（機器・システムのスケールアップや量産、水平展開等）を記載すること。

(2) 最終的な機器・システムについて、次の内容を具体的に記載すること。①利用者やその特性、②想定される政策的な支援や該当する政府の普及シナリオ、③普及にあたって障害となり得る規制、④供給・販売チャンネル。

(3) 当該技術が、事業化された後に普及する見込みについて、いつまでにどの程度普及するのかの見込みを根拠とともに記載すること。

(例)【事業化】　本事業によって、△△や○○等のスケールアップや量産化の課題がクリアされれば、～の理由から、当社としては○○を実施し、また、○○メーカーなどの製品化開発が行われ、○○年には製品化が見込まれる。このロードマップを整理すると以下のようになる。

　　【普及】　本事業で開発を行おうとする技術は、○○に対して△△といった販売チャンネルを通して供給することを想定しており、～といった政策支援を受けつつ△△等の規制を乗り越え○○年には○○％程度普及することが見込まれる。




	※本頁の項目は１頁以内にまとめることを基本としますが、複数ページにわたる場合は、本ページ同様、右上に代表者氏名を記してください。
	<技術開発課題代表者氏名>
	

	＜本技術開発の事前準備状況・関連技術開発＞　

	(1) 機器・システムの基盤となる次の事項について、具体的に記載すること。①類似研究の有無、検証すべき仮定の整理状況、②試作品の有無やそれを用いた実験・試験の状況、③機器・システムの概念図や基礎設計の状況。

(2) 本技術開発を提案するに当たって実施した事前の調査検討や前段階となった技術開発について、その技術開発資金制度名、技術開発課題名、概ねの技術開発経費額、調査技術開発の内容、得られた成果、中間評価、事後評価の結果等を、具体的かつ簡潔に記載すること。また、関連技術開発（技術開発の連携や成果の共有等、関係の大きい技術開発）についても、同様に記載すること。

（例）「○○に関する技術開発」（○○省○○制度、2008-2010、約○○百万円／年）において、○○の開発を行い、事後評価の結果はA評価であった。今回提案する技術開発課題では、そこで開発した技術をベースに、○○の観点から…　。



	＜他の制度からの助成の有無（申請中を含む）＞　

	

	＜経費所要額（研究計画の実施に必要な金額を記載すること）＞

	　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円）

年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

合計

直接経費（直接費）

補助金所要額（1/2）
間接経費（一般管理費）

補助金所要額（1/2）
経費合計

補助金所要額（1/2）



	（金額単位：千円）　　　
	<技術開発課題代表者氏名>
	

	＜技術開発経費（補助対象経費）の明細＞※１

	年度
	①本工事費(1)直接工事費
	(2)間接工事費

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	２６
	＜材料費＞　　　　　　　　　　　計
	
	＜共通仮設費＞　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	＜労務費＞　　　　　　　　　　　計
	
	＜現場管理費＞　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	＜直接経費＞　　　　　　　　　　計
	
	＜一般管理費＞　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	直接工事費合計
	
	間接工事費合計
	

	
	補助金所要額（直接工事費合計×1/2）
	
	補助金所要額（間接工事費合計×1/2）
	

	２７
	直接工事費合計
	
	間接工事費合計
	

	※２
	補助金所要額（直接工事費合計×1/2）
	
	補助金所要額（間接工事費合計×1/2）
	

	２８

	直接工事費合計
	
	間接工事費合計
	

	※２
	補助金所要額（直接工事費合計×1/2）
	
	補助金所要額（間接工事費合計×1/2）
	


※１ 費目及び細分については、公募要領中「５．応募に当たっての留意事項」の<補助事業の経費の区分>によること。

※２ ２７年度及び２８年度は当該年度の事項別合計額のみ記入
	（金額単位：千円）　　　
	<技術開発課題代表者氏名>
	

	＜技術開発経費（補助対象経費）の明細＞※１

	年度
	②　付　帯　工　事　費
	③　機　械　器　具　費

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	２６
	　　　　　　　　　　計
	
	＜消耗品費＞　　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	付帯工事費合計
	
	機械器具費合計
	

	
	補助金所要額（付帯工事費合計×1/2）
	
	補助金所要額（機械器具費合計×1/2）
	

	２７
	付帯工事費合計
	
	機械器具費合計
	

	※２
	補助金所要額（付帯工事費合計×1/2）
	
	補助金所要額（機械器具費合計×1/2）
	

	２８

	付帯工事費合計
	
	機械器具費合計
	

	※２
	補助金所要額（付帯工事費合計×1/2）
	
	補助金所要額（機械器具費合計×1/2）
	


※１ 費目及び細分については、公募要領中「５．応募に当たっての留意事項」の<補助事業の経費の区分>によること。
※２ ２７年度及び２８年度は当該年度の事項別合計額のみ記入
	（金額単位：千円）　　　
	<技術開発課題代表者氏名>
	

	＜技術開発経費（補助対象経費）の明細＞※１

	年度
	④　測　量　及　試　験　費
	⑤　事　務　費

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	２６
	　　　　　　　　　　計
	
	　　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	測量及試験費合計
	
	事務費合計
	

	
	補助金所要額（測量及試験費合計×1/2）
	
	補助金所要額（事務費合計×1/2）
	

	２７
	測量及試験費合計
	
	事務費合計
	

	※２
	補助金所要額（測量及試験費合計×1/2）
	
	補助金所要額（事務費合計×1/2）
	

	２８
	測量及試験費合計
	
	事務費合計
	

	※２
	補助金所要額（測量及試験費合計×1/2）
	
	補助金所要額（事務費合計×1/2）
	


※１ 費目及び細分については、公募要領中「５．応募に当たっての留意事項」の<補助事業の経費の区分>によること。

※２ ２７年度及び２８年度は当該年度の事項別合計額のみ記入
	※記載が複数ページにわたる場合、右上に代表者氏名を同様に記してください。


	<技術開発課題代表者氏名>
	

	＜論文・特許＞ 

	課題代表者
	論文タイトル・著者名等
	備考

	
	(1) 技術開発課題代表者のほか、＜技術開発体制・組織＞に記載した順に、全ての技術開発者について記載すること。

(2) 技術開発者毎に別葉にせず、各技術開発者の業績を続けて記載すること。ただし、枚数制限はない。

(3) 要素技術の技術特性や最終的な機器・システムの実現性に関する近年の重要な発表論文（査読のあるものに限定）、又は特許を、技術開発者一人当たり最大10件まで（論文・特許の種別問わず）記載すること。

(4) 技術開発者毎に、直近のものから過去に遡って、上から順に記載すること。

(5) 論文（査読のあるものに限定）の場合、著者名、論文タイトル、雑誌名、発表年、巻・号、

ページの順を基本とすること。

(6) 書籍の場合、著者名、書名、出版社、発行年の順を、基本とすること。特許の場合はこれに準じること。

(7) 著者名が４名以上の場合は、et al.をつけ、その他の共著者名を省略しても構わない。
	

	参画研究者
	論文タイトル・著者名等

＊記載の仕方は課題代表者の場合と同様
	

	
	
	


	※参考図は2枚（2ページ）以内とします。

※複数の参考図を付ける場合、各ページにの右上に代表者氏名を同様に記してください。
	<研究技術開発課題代表者氏名>
	 

	＜技術開発課題に関する参考図＞

	(1) 本様式は、作成・提出しなくても構わない。技術開発課題代表者が必要と判断される場合、技術開発計画や技術開発体制のイメージ、要素技術間の関係等について、図表、ポンチ絵を作成すること。カラーでも構わないが、白黒で印刷・コピーされる場合も想定の上、色等の選定を行うこと。
(2) 枠内であれば、縦・横はいずれでも構わない。他のアプリケーションで作成した図等をオブジェクトとして貼り付ける場合、ファイル容量を抑えるよう、図のファイル形式を工夫すること（応募の際に提出できるファイルの最大容量は５Ｍbyte。）。



	



技術開発実施に係る所属機関の承認書
平成　　年　月　日
環境省地球環境局長　殿
　　　　　　所属機関の長
役職
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　  
　本機関所属の下記１の者によるCO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業への申請に当たり、以下の事項につき承認します。
　①応募に係る技術開発課題（技術開発期間：平成○年度～平成○年度）を本機関の業務として行うこと
　②本機関の経理担当部局が事業費の管理を行うこと
  なお、②についての実務は、下記２の者が行うこととします。

（注：国立試験研究機関又は独立行政法人研究機関に所属する研究課題代表者は、必要に応じて①を二重線で消去のうえ提出すること。）

記１
	技術開発課題名
	

	技術開発課題代表者
	氏名
	

	
	所属部署名
	

	
	専門分野
	

	
	学位
	

	
	平成26年度のエフォート(技術開発専従率)
	　％


　
○エフォート(技術開発専従率)とは、技術開発者が当該技術開発の実施に必要とする時間の配分率(％)。

　　技術開発者の通常業務を含めた年間の全仕事時間を１００％とする。
記２
	経　理
責任者
	氏　　　　名
所属部署名
連絡先ＴＥＬ
	

	経　理
担当者
	氏　　　 名
所属部署名
連絡先ＴＥＬ
	



技術開発参画に係る承諾・承認書
平成　　年　月　日
１．技術開発参画者の承諾
　
環境省地球環境局長　殿
　技術開発代表者　殿
技術開発参画者氏名　　　　　　　　　　　印　　　
　　私は、技術開発参画者になることを承諾します。
	技術開発課題名
	

	役割分担
	

	技術開発
参画者
	所属機関等
	名　　称
所属部署役職
電    話
F　A　X
E-mail
	

	
	専門分野
	

	
	学　　位
	

	
	平成26年度のエフォート（技術開発専従率）
	               　　　　　　　　　　 　 ％


  ○エフォート(技術開発専従率)とは、技術開発者が当該研究の実施に必要とする時間の配分率(％)。
　　技術開発者の通常業務を含めた年間の全仕事時間を１００％とする。
２．所属機関の承認
　
環境省地球環境局長　殿
　技術開発代表者　殿
　　　　　　　　　所属機関の長
役職
氏名　　　　　　　　　　　　　　  印
　本機関所属の上記１の者が技術開発参画者としてCO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業に参画するに当たり、以下の事項につき承認します。
　　① 応募に係る技術開発課題（技術開発期間：平成○年度～平成○年度）を本機関の業務として行うこと
　　② 本機関の経理担当部局が事業費の管理を行うこと
　  なお、②についての実務は、以下の者が行うこととします。

（注：国立試験研究機関又は独立行政法人研究機関に所属する技術開発参画者は、必要に応じて①を二重線で消去のうえ提出すること。）

	経　理
責任者
	氏　　　 名
所属部署名
連絡先ＴＥＬ
	

	経　理
担当者
	氏　　　 名
所属部署名
連絡先ＴＥＬ
	


研究課題代表者用





技術開発参画者用
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